
協 議 第 １ ８ 号  

 

そ の 他 の 福 祉 事 業 の 取 扱 い に つ い て  

 

稲 沢 市 、 中 島 郡 祖 父 江 町 及 び 中 島 郡 平 和 町 で 、 差 異 が あ る 制 度 に つ い

て は 、 次 の と お り 取 り 扱 う も の と す る 。  

１  老 人 医 療 助 成 の 受 給 対 象 に つ い て は 、 稲 沢 市 及 び 中 島 郡 平 和 町 の

制 度 に 統 一 す る 。  

２  乳 幼 児 医 療 助 成 に つ い て は 、 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 以 降 、 外 来 は ５

歳 の 誕 生 日 の 属 す る 年 度 末 ま で 、 ま た 入 院 は ６ 歳 の 誕 生 日 の 属 す る

年 度 末 ま で を 受 給 対 象 と し 、 一 部 負 担 は な い も の と す る 。  

な お 、 財 政 状 況 を 考 慮 し 、 対 象 年 齢 を 拡 大 す る 方 向 で 検 討 す る 。  

３  母 子 家 庭 等 医 療 助 成 の 受 給 対 象 に つ い て は 、 稲 沢 市 の 制 度 に 統 一

す る 。  

４  原 子 爆 弾 被 爆 者 健 康 管 理 事 業 に つ い て は 、 稲 沢 市 及 び 中 島 郡 平 和

町 の 制 度 に 統 一 す る 。  

５  引 揚 住 宅 事 業 に つ い て は 、 当 面 現 行 の と お り と す る 。  

６  災 害 見 舞 金 制 度 に つ い て は 、 稲 沢 市 の 制 度 に 統 一 す る 。  

７  複 合 福 祉 施 設 ｢平 和 ら く ら く プ ラ ザ ｣に つ い て は 、 現 行 の と お り 継

続 し 運 営 す る も の と す る 。  

平 成 １ ６ 年 １ 月 ３ １ 日 提 出  

稲 沢 市 ・ 祖 父 江 町 ・ 平 和 町 合 併 協 議 会  

               会  長   服  部  幸  道  



稲沢市・祖父江町・平和町合併協議会の調整内容（案） 

 

協定項目 ２５－１４ その他の福祉事業の取扱い 

調整の内容 

稲沢市、中島郡祖父江町及び中島郡平和町で、差異がある制度については、次のとおり取り扱うものとする。 

１ 老人医療助成の受給対象については、稲沢市及び中島郡平和町の制度に統一する。 

２ 乳幼児医療助成については、平成１７年４月１日以降、外来は５歳の誕生日の属する年度末まで、また入院は６歳

の誕生日の属する年度末までを受給対象とし、一部負担はないものとする。 

なお、財政状況を考慮し、対象年齢を拡大する方向で検討する。 

３ 母子家庭等医療助成の受給対象については、稲沢市の制度に統一する。 

４ 原子爆弾被爆者健康管理事業については、稲沢市及び中島郡平和町の制度に統一する。 

５ 引揚住宅事業については、当面現行のとおりとする。 

６ 災害見舞金制度については、稲沢市の制度に統一する。 

７ 複合福祉施設｢平和らくらくプラザ｣については、現行のとおり継続し運営するものとする。 

 

【提案理由】 

１ 老人医療助成については、制度の趣旨及び医療制度の改正等を勘案し、適正な助成制度とするためである。 

２ 乳幼児医療助成については、対象者等への影響を勘案し、県内他市の現状に照らして適正な水準とするためである。 

３ 母子家庭等医療助成については、制度の趣旨及び対象者の実態等を勘案し、適正な助成制度として実施するためである。 

４ 原子爆弾被爆者健康管理事業の制度を維持するためである。 

５ 引揚住宅事業は施設の必要性について、さらに検討する必要があるためである。 

６ 災害見舞金制度は、住民の災害復興及び福利厚生を目的とする救済制度として必要とするためである。 

７ 複合福祉施設｢平和らくらくプラザ｣については、健康増進又は福祉向上に必要な施設であるためである。 

 



【現況】 

項 目      稲沢市 祖父江町 平和町 調整方針

老人医療助成 

１ 受給対象 

対象年齢は、６８歳誕生月の初日

から６９歳誕生月の末日までの者。た

だし、平成１９年１０月から７３歳誕

生月の初日から７４歳誕生月の末日

までの者 

所得制限有り 

（県補助金交付要綱どおり） 

２ 一部負担 

費用額の１割又は２割 

高額医療費については老人保健法

に準ずる 

３ 受給者数 

９００人（H15.4.1） 

（県補助対象 ９００人） 

（市単独事業   ０人） 

１ 受給対象 

対象年齢は、６８歳誕生月の初日

から６９歳誕生月の末日までの者。た

だし、平成１９年１０月から７３歳誕

生月の初日から７４歳誕生月の末日

までの者 

所得制限無し 

（町単独事業実施） 

２ 一部負担 

費用額の１割又は２割 

高額医療費については老人保健法

に準ずる 

３ 受給者数 

２７６人（H15.4.1） 

（県補助対象 ２２７人） 

（町単独事業  ４９人） 

１ 受給対象 

対象年齢は、６８歳誕生月の初日

から６９歳誕生月の末日までの者。た

だし、平成１９年１０月から７３歳誕

生月の初日から７４歳誕生月の末日

までの者 

所得制限有り 

（県補助金交付要綱どおり） 

２ 一部負担 

費用額の１割又は２割 

高額医療費については老人保健法

に準ずる 

３ 受給者数 

１４９人（H15.4.1） 

（県補助対象 １４９人） 

（町単独事業   ０人） 

稲沢市及び平

和町の制度に統

一する。 

乳幼児医療助

成 

１ 受給対象 

６歳誕生日の属する月の末日まで

の乳幼児 

２ 一部負担 

外来は４歳誕生日の属する月の末

日まで、入院は６歳誕生日の属する

月の末日まで、いずれもなし 

 

３ 受給者数 

６，５２０人（H15.4.1） 

４歳未満［入院・外来］ 

（県補助対象  ４，３４７人） 

４歳から６歳迄［入院］ 

（市単独事業  ２，１７３人）

１ 受給対象 

６歳誕生日の属する年度の３月３

１日までの乳幼児 

２ 一部負担 

入院、外来とも６歳誕生月の属す

る年度の３月３１日までなし 

 

 

３ 受給者数 

１，１３４人（H15.4.1） 

４歳未満［入院・外来］ 

（県補助対象    ７２０人） 

４歳から６歳迄［入院・外来］ 

（町単独事業    ４１４人） 

１ 受給対象 

６歳誕生日の属する月の末日まで

の乳幼児 

２ 一部負担 

外来は４歳誕生日の属する月の末

日まで、入院は６歳誕生日の属する

月の末日まで、いずれもなし 

 

３ 受給者数 

７１７人（H15.4.1） 

４歳未満［入院・外来］ 

（県補助対象    ４７１人） 

４歳から６歳迄［入院］ 

（町単独事業    ２４６人）

合併年度につ

いては現行のと

おりとし、平成

17 年 4 月 1 日以

降、外来は５歳の

誕生日の属する

年度末まで、また

入院は６歳誕生

日の属する年度

末までを受給対

象とし、一部負担

はないものとす

る。 



項 目 稲沢市 祖父江町 平和町 調整方針 

母子家庭等医

療助成 

１ 受給対象 

年齢１８歳以下（年度末）の児童

がいる母子、父子家庭及び父母のい

ない児童 

所得制限有り 

（県補助金交付要綱どおり） 

２ 一部負担 

無し 

３ 受給者数 

４２３人（H15.4.1） 

（県補助対象   ４２３人） 

（市単独事業     ０人） 

 

１ 受給対象 

年齢１８歳以下（年度末）の児童

がいる母子、父子家庭及び父母のい

ない児童 

所得制限無し 

（町単独事業実施） 

２ 一部負担 

無し 

３ 受給者数 

２６８人（H15.4.1） 

（県補助対象   ２３０人） 

（町単独事業    ３８人） 

１ 受給対象 

年齢１８歳以下（年度末）の児童

がいる母子、父子家庭及び父母のい

ない児童 

所得制限無し 

（町単独事業実施） 

２ 一部負担 

無し 

３ 受給者数 

１８４人（H15.4.1） 

（県補助対象   １６０人） 

（町単独事業    ２４人） 

 稲沢市の制度

に統一する。 

原子爆弾被爆

者健康管理事

業 

対象者 被爆者 

内 容 毎年 3 月、9 月の 2 期に分け月

額 3,000 円分を支給 

 

対象者 被爆者 

内 容 毎年 3 月、9 月の 2 期に分け月

額 3,500 円分を支給 

対象者 被爆者 

内 容 毎年 3 月、9 月の 2 期に分け月

額 3,000 円分を支給 

稲沢市及び中

島郡平和町の制

度に統一する。 

引揚者住宅事

業 

実施していない 対象者 終戦後の引揚者（9 世帯） 実施していない 

内 容 家賃月額 550 円 

 

当面現行のと

おりとする。 

災害見舞金 

死亡       １０万円 

負傷（１ヶ月入院） ２万円 

住宅の全焼、全壊  ５万円 

住宅の半焼、半壊  ３万円 

住宅の床上浸水   １万円 

 

実施していない 住宅等の全焼、  １万円 

住宅等の半焼、  ５千円 

（社会福祉協議会事業） 

稲沢市の制度

に統一する。 

平和らくらく

プラザ 

実施していない  実施していない 浴場、バーディプールなどを備えた複

合施設 

現行のとおり

継続し運営する

ものとする。 

 

 


